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要旨 

従前の日本の学校教育における ICT 化は、校務を中心に進められてきた。しかし近年、政府目

標として児童生徒に 1 人 1 台のタブレット端末配布が掲げられ、自発的学習やコミュニケーション

等のスキル向上を視野に入れた学習の ICT 化の機運が急速に高まってきている。 

そのような中、総務省と文部科学省が連携した「フューチャースクール推進事業」が取り組まれ

てきたが、教育 ICTを実践する現場教員の負担や電子コンテンツの利活用等の課題が明らかにな

っている。これらを解決する手段として、「教育プラットフォーム」の構築が考えられるが、一定の投

資に対する収入が限られる中、継続的にプラットフォームが成立するためには、各プレイヤーが

WIN-WIN となるような仕組みの確立が求められる。 

本研究では、官民連携のスキームを取り入れた「教育プラットフォーム」における二面性市場の

形成と各プレイヤーの便益確保について、その課題を考察する。 

 

Abstract 

The conventional ICT on Japanese school education focused on school affairs. Currently, 

Japanese Government has set the target to distribute the tablet PC to each student and the 

movement of ICT on school learning to enhance the skills such as active learning and 

communication has increased. 

In this situation, Ministry of Internal Affairs and Communications (MIC) and Ministry of 

Education, Culture, Sports, Science and Technology (MEXT) have jointly addressed ”Future 

School Project”, however, it becomes obvious that there are some challenges such as the 

burden of teachers who use education ICT and the utilizations of e-contects. As measures 

to solve these challenges, it can be said that ”education platform” is established, on the 

othere hand, the vendors need investment but their revenue from the service transaction is 

limited, the framework to ensure appropriate benefit with win-win for each player is required 

in order that the platform can continuously operate as the infrastrucure of education ICT. 

In this research, I focus on two-sided market on ”Education Platform” by Public-Private 

Parternership and examine how the benefit of each player is ensured. 
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1. はじめに 

情報が瞬時に世界を駆け巡る高度情報社

会の到来によって、私たちの思考や生活様

式に大きな変化が生じているのは周知の通

りである。このことは、学校教育分野でも

例外ではなくなってきており、最近になっ

て、デジタル教科書、生徒 1 人に 1 台のタ

ブレット端末、電子黒板、クラウドシステ

ム等を導入整備し、その利活用による教育

の ICT 化が進められようとしている。 

このように学校における従来型の授業が

大きく変わろうとしているのは、OECD(経

済協力開発機構)の学習到達度調査(PISA)

で明らかになった課題がきっかけとなって

いる。日本の児童・生徒は、トップレベル

の国々と比べて、情報の関連性を理解して

解釈したり、自らの知識や経験と結びつけ

るのが苦手な傾向にあり、これに対して、

文部科学省が発表した「教育の情報化ビジ

ョン」では、これからの日本の子供たちに

育みたい「生きる力」において、情報活用

能力を育む教育が必要になることが盛り込

まれた。 

このような経緯から、文部科学省と ICT

を所管する総務省が連携して、「フューチャ

ースクール推進事業」「学びのイノベーショ

ン事業」が行われた。これは、全国約 20 の

小中学校を対象に、無線 LAN などの ICT 基

盤を整備し、1 人 1 台の情報端末や電子黒

板を使って、デジタル教科書・教材を活用

した教育の効果・影響の検証、モデルコン

テンツの開発などに取り組んだというもの

である。 

この実験により、教育 ICT を実践する現

場教員の負担や電子コンテンツの利活用等

の課題が明らかになったとともに、本実証

実験は基本的にスタンドアローン形式であ

ったため、全国的に横展開をいかに推進し

ていくのかという問題が積み残されたまま

となっている。 

これらの課題を解決する方法として、「教

育プラットフォーム」の構築が考えられる

が、プラットフォームを構築する事業者に

とっては、一定の投資に対して、学校教育

の予算の制約上、収入が限られるという大

きな壁が立ちはだかる。学習の ICT 化を実

現する「教育プラットフォーム」を継続的

に成り立たせるためには、それに参画する

各プレイヤーが WIN-WIN となるような仕

組みを確立することが求められると考える

が、今日までの研究ではこの観点からの検

討は乏しいように思える。 

よって、本研究では、まず初めに、教育

プラットフォームの構築による経済性・便

益とその課題について触れ、その後、教育

プラットフォームにおいてはさまざまなプ

レイヤーがいることに着目し、どのような

二面性市場が形成されるのかを先行研究と

ともに整理した上で、各プレイヤーがどの

ようにしたら便益を確保できうるのかを考

察していくことにする。 

 

2. 教育 ICT プラットフォームとは 

2.1 プラットフォームの経済性と便益 

一般的に、クラウドは安価でセキュアな

ICT 基盤として認知されているが、情報を

従来にはない新たな価値を生み出すための

資源として捉えることで、その活用の可能

性は大きく広がる。 

そのような基盤をベースに形成される

「教育プラットフォーム」は、教育におけ

るバリューチェーンの各プロセスのサービ

スを統合的に提供する考え方、もしくは、

その発想に基づいて構築されるシステムで

ある。 

クラウドをベースとした教育分野での

ICT プラットフォームが導入されることに

よりもたらされる「経済性」について、事

業者及び利用者の双方の観点から触れてい

きたい。 



プラットフォームの事業者については、

利用者のシステムを共通のプラットフォー

ムに収容し、クラウドと仮想化技術により、

各利用者の業務量に応じて柔軟にリソース

の割り当てを行うことで稼働率を上げて、

システムの運用コストを低下させるので、

事業者にも費用対効果の向上といった「経

済性」がもたらされる。 

利用者については、自らが ICT 機器の調

達やアプリケーションの開発、システムの

運用を行わないことから、ICT システムの

購入等に必要な資本的支出(CAPEX)を要す

ることなく、費用(OPEX)として従量性課金

モデルでサービスを利用することが可能と

なる。このため、従前と比べて、低いコス

トでサービスを享受できるという「経済性」

が利用者にもたらされる。 

そして、「教育プラットフォーム」が構築

されることによる便益として、プラットフ

ォーム事業者サイドからみると、共通のイ

ンターフェースや ICT 基盤が利用できるこ

とにより、多くの関連業者の参画を促せる

ようになることが見込まれる。 

また、利用者の便益として、教育に関す

るノウハウやコンテンツが格納されること

による指導者の授業準備の負担軽減や授業

実践の選択肢の拡大、そして、教育プラッ

トフォーム上での学習状況の情報蓄積・分

析による振り返り学習の実現といった知識

の確実な定着と知のサイクルの形成が見込

める。 

 

2.2 プラットフォーム形成における課題 

プラットフォーム事業者は、そのサービ

ス提供において、プラットフォーム構築の

ための一定額の投資をするため、事業者は

サービス提供によってもたらされる新たな

収益と投資に伴うコストとのバランスを十

分に考慮する必要が出てくる。具体的に、

事業者は 1) NPV (Net Present Value：現在

価値)、2) 投資回収期間、3) ROI (Return on 

Investment：投下資本利益率)の 3 点から、

事業として継続的に成立しうるのかを見て

いく必要があるが、ここではプラットフォ

ーム事業者の ROI モデルを図 1 で表してい

る。 

 

図 1：プラットフォーム事業者 ROI モデル 

 
 

図 1 より、投資に伴うコストが一定額あ

るとすれば、ROI を増加させるのには、サ

ービス提供により新たに収益がもたらされ

る必要があることが理解できる。 

しかしながら、期待通りの収益が生み出

せなければ、一定の減価償却費が発生する

ため、サービス提供で益転が図れないこと

になる。また、場合によっては、投資資産

に十分な価値があると見なされず、事業者

の資産は減損されて、バランスシートを毀

損してしまうことにもなる。このように、

事業者の将来的な収益性に目途が立たない

と、プラットフォーム構築の機運は高まら

ず、学習の ICT 化のための基盤立上げが滞

ってしまうことになる。このような問題に

陥らないためにも、プラットフォーム事業

者が継続的にサービスを提供できうるモデ

ルを明らかにする必要がある。 

「フューチャースクール推進事業」「学び

のイノベーション事業」が 1 つのきっかけ

となり、2011 年には情報関連企業、教育関

係者等が構成員となり、学校教育へのデジ

タル教科書の導入を検討・推進する組織で

ある「デジタル教科書教材協議会(DiTT)」

が発足された。これにより、教育の情報化

の動きが加速し始めているとともに、学校

が ICT 産業にとって大きな市場になりつつ

ある。これは、学習の ICT 化においても、

Fransman (2007)が示している「ビジネス・



エコシステム(1)」モデルを形成されている

ことを示すものであるといえる。 

ビジネス・エコシステムの定義の代表的

なものとして、Iansiti & Levien (2004)の「企

業間のネットワーク関係を生物学上のエコ

システム(生態系)にたとえて、多数の緩やか

に結びついた参加者たちが共同の発展と生

き残りを目的として、相互依存している状

態を表す概念(2)」がある。 

Iansiti (2008)は、プラットフォーム製品

事業者が類似の補完製品・サービスを提供

している場合でも、顧客やパートナーが競

合する他社の製品・サービスを選択するこ

とに寛容であるべきこと、開発者に対して

プラットフォームへのアクセスを促進し、

プラットフォーム技術を革新したり、それ

を基盤として新しい製品・サービスを創造

することを可能にすることの重要性を唱え

ている。また、湯川・前川 (2009)は、個々

のトランザクションから得られる収入が限

られる中で、他社の技術やサービスを巻き

込むことを念頭に置いて、エコシステムを

どのように活用するのかを真剣に考えるべ

きであると論じている。 

これらのことは、プラットフォームに参

画しているプレイヤー間で WIN-WIN の関

係にあるべきことを示唆しており、注目す

べきといえよう。 

 

2.3 二面性市場の適用の可能性 

立本(2011)は、ビジネス・エコシステム

が従来の取引形態であるバリューチェー

ン・モデルと異なることを示している。具

体的には、バリューチェーンが基本的に 1

つの市場をターゲットとした取引であるの

に対し、ビジネス・エコシステムでは、補

完財企業やプラットフォーム企業など、バ

リューチェーン・モデルでは存在しなかっ

た企業が登場するとともに、プラットフォ

ーム企業がユーザと補完財企業の 2 つの市

場を対象に取引するという具合である。 

これこそ、Rochet & Tirole (2003)や

Eisenmann/ Parker/ Van Alstyne (2006)が

提唱している「二面性市場  (Two-sided 

Market)」に他ならない。「二面性市場」の

代表的な定義として、Rochet & Tirole 

(2003)の「2 つ以上の異なるタイプの顧客を

対象とするプラットフォームを持つ製品が

あって、その顧客が相互に依存し合い、共

同で関与することでプラットフォーム価値

を拡大させているもの」が挙げられる。ま

た、この市場の特徴の１つとして、OECD 

(2010)などであげているように、１つは普

及を促す市場、もう１つは収益を得る市場

としているところにある。 

クラウド・コンピューティングにおいて

は、大きく 3 つのサービスで構成されてい

る。それは、インターネット経由でソフト

ウェアパッケージが提供される「SaaS 

(Software as a Service)」、インターネット

経由でハードウェアや ITインフラが提供さ

れる「IaaS (Infrastructure as a Service)」、

そして、SaaS を開発する環境や運用する環

境をインターネット経由で提供される

「PaaS (Platform as a Service)」である。

ここから、教育 ICT プラットフォームとし

てサービスを利用するユーザ(ここでは、学

校の教員及び児童・生徒)と、教育 ICT プラ

ットフォームを活用して、関連のサービス

を提供するユーザ(ここでは、例えば、コン

テンツメーカー)の 2つのユーザが存在する

ことが理解できる。よって、教育 ICT プラ

ットフォームで形成されるマーケットを二

面性市場として捉えることもできるのでは

ないか。 

以下では、クラウドをベースとした教育

ICT プラットフォームの構築に向けて、二

面性市場適用に関する先行研究を考察する

ことにしたい。 

 



3. 先行研究  

3.1 二面性市場に関する先行研究 

Armstrong (2006)は、1) プラットフォー

ムの利得を最大化するチャージの水準は、

社会的に最適なチャージ水準より高くなる、

2) ある参加者のチャージはその需要の価

格弾力性が十分に大きいか、あるいは、他

方の外部効果が十分に大きいときには、最

適価格は限界費用より小さくなり得る、と

いうことを示している。 

また、Hagiu (2009)は、プラットフォー

ムが一方の参加者に補助を行うことが合理

的になる条件を提示した上で、1) 買手 1 人

当たりの総余剰に対する売手の限界効用が

大きいほどプラットフォームは買手から多

くの利得を得られる、2) 製品の多様性に対

する買手の選好が強いほど、プラットフォ

ームの利益に占める売手の割合が高まる、

ということを示している。 

 

3.2 クラウドの二面性市場適用に関する先

行研究 

Pavel (2010)は、クラウドの世界において、

PaaS で提供されるサービスによって、独自

のアプリケーションを開発・運用する業者

[クラウド市場 A]と、SaaS や IaaS で提供さ

れるサービスによって、システムを利用す

る顧客[クラウド市場 B]、という二面性市場

が存在することを示している。そして、ク

ラウド市場 B では、利用者はクラウド・コ

ンピューティングを彼らの ICT に係る固定

費の削減のために使用するが、クラウド市

場 A では、アプリケーション業者はエンド

ユーザーに対して付加価値も追求する必要

があるとしている。このことは、アプリケ

ーション業者がエンドユーザーのニーズに

よって、高付加価値が高いサービス提供の

ために、プラットフォーム業者から可用性

の高いサービスの提供が必要になってくる

ことを示している。さらに、Pavel は、多

くの顧客を引き付けることができるのなら、

クラウド事業者は、利益の最大化のために、

クラウド市場 B において、ある程度高いサ

ービス価格の設定が可能となることも示し

ている。Armbrust et al. (2009) は、クラウ

ドベースのプラットフォームの可用性を高

めたいという一部の顧客のニーズに対応す

べくプレミアムチャージの適用の可能性に

ついて言及しているが、Pavel の研究はこ

れを支持しているものといえる。 

Cusumano (2010)は、クラウドにおける

二面性市場に関して、1) アプリケーション

業者とユーザとの間に間接的ネットワーク

効果が作用し、プラットフォームの普及を

促進する、2) 両者ともに同じプラットフォ

ームを利用するため、事業者におけるプラ

ットフォームの稼働率が向上される、3) ク

ラウド事業者は、アプリケーション業者の

ニーズに応じて、サービスチャージを変更

できうる、ということを示している。 

 

3.3 先行研究の課題と検証分析に向けて 

Armstrong や Hagiu の先行研究から、プ

ラットフォームの利得を最大化するチャー

ジの水準は社会的に最適なチャージ水準よ

り高くなり得ることや、プラットフォーム

の売手は買手から一定の利得を得られるこ

とが明らかとなった。これは、事業者が一

定の条件の下でプラットフォームの買手へ

のチャージの水準を調整できうることを示

すものといえよう。そして、Pavel や

Cusumano の先行研究から、クラウドにお

いて「利用者」と「アプリケーション業者」

の 2 種類のユーザから構成される二面性市

場であることが明確になったとともに、ア

プリケーション業者の付加価値の追求とい

う動きから、事業者は高いサービス価格の

設定にできうることが明らかになった。 

ただ、クラウドをベースとしたプラット

フォームにおいて、プラットフォーム事業



者、アプリケーション(コンテンツ)業者、サ

ービス利用者の各プレイヤーが WIN-WIN

で、どのように便益を確保できうるかにつ

いて、明らかにされているとは言いづらい。

また、学校教育の ICT 化において、営利性

を追求しづらい一種の障壁を打破するのに

必要とされる要素についても明らかにして

いく必要もある。 

よって、以下では、プラットフォーム事

業者、アプリケーション業者(コンテンツ業

者)、サービス利用者のそれぞれの利得を検

証するとともに、3 者の利得が最大化する

組み合わせを求めていくことにしたい。仮

に、各々のプレイヤーが WIN-WIN の関係に

なり得る行動パターンを求めることができ

れば、学習の ICT 化のためのプラットフォ

ーム形成の推進に一役を担うことになるか

らである。 

 

4. 検証分析 

クラウドをベースとした教育 ICT プラッ

トフォームにおける各プレイヤー(プラッ

トフォーム事業者、アプリケーション(コン

テンツ)業者、サービス利用者)の効用は以下

の通りとなる。 

・プラットフォーム事業者の効用(Up) 

   Up = PCXc + BdNd – C(F) 

Xc と Nd は、事業者が提供しているサ

ービスを利用しているサービス利用者

とアプリケーション業者の数を表して

いる。Pc と Bd は、事業者のサービス

利用者とアプリケーション業者へのチ

ャージ金額を表している。そして、C(F)

は事業者がサービス提供のためにかか

るコスト(例えば、プラットフォーム構

築に関わる費用、仮想化技術の導入費

用等)を表している。 

・アプリケーション業者の効用(Ud) 

   Ud = αXc – Bd – K(F) 

αは、利用者の限界価値を表している。

Bd は、アプリケーション業者のプラッ

トフォーム事業者への支払金額を表し

ている。そして、K(F)はアプリケーシ

ョン業者のエンドユーザー向けへのサ

ービス提供のためにかかるコスト(例

えば、開発費用等)を表している。 

・サービス利用者の効用(Uc) 

   Uc = θβNd – Pc 

θβNd はサイド間のネットワーク効果

を、その中の β はアプリケーション業

者との関連でもたらされる限界便益を

表す。Pc は、利用者のプラットフォー

ム事業者への支払金額を表す。 

 

 そして、プラットフォーム事業者の費用

関数 C(F)とアプリケーション業者の費用関

数 K(F)を図 2 の通りに示すことができる。

なお、ここでの縦軸は費用、横軸は顧客数

を表している。 

 

図 2：プラットフォーム／アプリケーショ

ン事業者の費用関数 

 
 

ここから、プラットフォーム事業者の費

用関数は、顧客数が増えれば、サービス品

質を継続的に増強させる必要があることか

ら費用逓増になる。それに対して、アプリ

ケーション業者の費用関数は、顧客数が増

えれば、プラットフォーム事業者から提供

F

K(F)

C(F)



されるサービスをベースとしたアプリケー

ション開発の単価当たりの費用は減るため

費用逓減となる。 

アプリケーション業者の費用負担が次第

に軽くなること、そして、アプリケーショ

ン業者の収入増のためにエンドユーザー向

けサービスの付加価値向上に取り組むとき

に、プラットフォーム事業者からのサービ

ス可用性を高めるとするのなら、Up や Ud、

さらには Uc にも変化が生じ、プラットフォ

ーム事業者の効用(Up)も高まる。これは、

まさに Pavel の研究で示唆していたことを

立証するものである。 

よって、教育 ICT プラットフォームの構

築において、プラットフォーム参加者の利

得を最大にするためにも、プレイヤー間の

取引を適切に行える仕組みを設計する必要

があることがいえる。そして、プレイヤー

間での価値創造や利得の分配(シェア)を図

るには、Brandenburger & Stuart(1996)が論

じている「協調戦略」が鍵となる。 

 

 

注 

(1) 詳しくは、Fransman (2007) を参照せよ。 

(2) Iansiti & Levien (2007) 
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